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平成1 5 年２月期  個別財務諸表の概要

平成15年４月17日

会 社 名 北雄ラッキー株式会社 登録銘柄

コ ー ド 番 号 ２７４７ 本社所在都道府県 北海道

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役総務部長

氏        名 鴻野  英樹 ＴＥＬ（011)643-3301

決算取締役会開催日 平成15年４月17日 中間配当制度の有無    有  ・  無

定時株主総会開催日 平成15年５月27日 単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株）・無

１．平成15年２月期の業績（平成14年３月１日～平成15年２月28日）

（１）経営成績 （注）百万円未満は切捨てて表示しております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年２月期 47,880 (3.9) 1,126 (10.2) 980 (14.2)

14年２月期 46,061 (4.6) 1,022 (39.3) 859 (56.1)

当 期 純 利 益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり
当期純利益

株主資本

当期純利益率

総  資  本

経常利益率

売  上  高

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15年２月期 501 (18.6) 81 12 － － 12.8 4.8 2.0

14年２月期 423 (  －) 717 53 － － 13.9 4.2 1.9

（注）１．期中平均株式数  15年２月期  6,186,318株    14年２月期 589,577株

２．会計処理の方法の変更   有・無

３．当社は平成14年６月27日付で株式１株につき10株の分割を行っております。

４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。

（２）配当状況

１株当たり年間配当金

中    間 期    末

配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本

配当率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

15年２月期 17 00 0 0 17 00 112 21.0 2.9

14年２月期 100 00 0 0 100 00 58 13.9 1.8

（注）１．当社は平成14年６月27日付で株式１株につき10株の分割を行っております。

２．15年２月期 期末配当金の内訳    普通配当 15円00銭    上場記念配当 ２円00銭

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

15年２月期 20,390 3,935 19.3 592 11

14年２月期 20,474 3,231 15.8 5,481 59

（注）１．期末発行済株式数  15年２月期  6,645,770株    14年２月期 589,577株

２．期末自己株式数    15年２月期        － 株    14年２月期     － 株

２．平成16年２月期の業績予想（平成15年３月１日～平成16年２月29日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経常利益 当期純利益

中  間 期  末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 25,017 538 277 － － － － － －

通  期 49,600 1,100 566 － － 17 00 17 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 85円16銭

上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照して下さい。
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１.個別財務諸表等
（１）貸借対照表 （単位：千円）

第32期
（平成14年２月28日現在）

第33期
（平成15年２月28日現在）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比

増減金額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ 流動資産

１．現金及び預金 3,585,583 3,256,516 △ 329,066

２．受取手形 181 211 30

３．売掛金 90,190 105,132 14,941

４．商品 1,440,953 1,660,427 219,474

５．貯蔵品 40,935 35,312 △ 5,622

６．前払費用 121,085 140,785 19,700

７．繰延税金資産 68,970 82,023 13,053

８．未収入金 243,292 295,053 51,761

９．その他 13,462 26,540 13,077

貸倒引当金 △ 381 △ 323 58

流動資産合計 5,604,273 27.4 5,601,680 27.5 △ 2,592

Ⅱ 固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 ※１ 7,047,647 7,177,140

減価償却累計額 3,372,875 3,674,772 3,592,276 3,584,863 △ 89,908

(2）構築物 338,123 335,455

減価償却累計額 159,542 178,580 172,831 162,624 △ 15,956

(3）車輛運搬具 13,155 13,155

減価償却累計額 8,032 5,122 10,242 2,912 △ 2,209

(4）器具備品 982,317 944,380

減価償却累計額 809,898 172,419 792,471 151,908 △ 20,510

(5）土地 ※１ 6,547,019 6,633,160 86,140

(6）建設仮勘定 15,077 39,561 24,484

有形固定資産合計 10,592,991 51.7 10,575,031 51.9 △ 17,960

２．無形固定資産

(1）ソフトウェア 8,987 6,678 △ 2,309

(2）電話加入権 17,805 17,805 0

無形固定資産合計 26,793 0.1 24,484 0.1 △ 2,309

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 130,230 175,926 45,695

(2）関係会社株式 25,000 20,000 △ 5,000

(3）出資金 45,064 37,394 △ 7,670

(4）長期貸付金 27,000 － △ 27,000

(5）関係会社長期貸付金 190,000 170,000 △ 20,000

(6）長期前払費用 80,376 59,588 △ 20,787

(7）繰延税金資産 282,936 319,038 36,102

(8）差入保証金 2,993,067 3,017,553 24,485

(9）保険積立金 242,662 183,936 △ 58,725

(10）その他 239,494 214,624 △ 24,869

貸倒引当金 △ 9,243 △ 9,214 29

投資その他の資産合計 4,246,589 20.8 4,188,848 20.5 △ 57,740

固定資産合計 14,866,374 72.6 14,788,363 72.5 △ 78,010

Ⅲ 繰延資産

１．社債発行費 3,723 － △ 3,723

繰延資産合計 3,723 0.0 － － △ 3,723

資産合計 20,474,370 100.0 20,390,044 100.0 △ 84,326
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（単位：千円）

第32期
（平成14年２月28日現在）

第33期
（平成15年２月28日現在）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比

増減金額

（負債の部） ％ ％

Ⅰ 流動負債

１．支払手形 21,726 12,292 △9,433

２．買掛金 2,890,592 2,939,800 49,207

３．短期借入金 ※1･3 4,896,143 4,460,512 △435,631

４．１年以内返済予定の長期借入金 ※１ 942,304 1,017,527 75,223

５．未払金 625,303 462,644 △162,658

６．未払費用 156,744 159,825 3,081

７．未払法人税等 304,155 277,959 △26,196

８．未払消費税等 138,191 111,959 △26,232

９．前受金 26,637 26,042 △595

10．預り金 50,967 66,719 15,751

11．賞与引当金 163,600 167,600 4,000

流動負債合計 10,216,367 49.9 9,702,882 47.6 △513,484

Ⅱ 固定負債

１．社債 ※１ 600,000 600,000 0

２．長期借入金 ※１ 4,962,852 4,674,325 △288,527

３．退職給付引当金 519,338 569,177 49,839

４．役員退職慰労引当金 321,328 363,436 42,108

５．長期預り保証金 546,286 508,730 △37,556

６．その他 76,377 36,435 △39,942

固定負債合計 7,026,181 34.3 6,752,103 33.1 △274,077

負債合計 17,242,548 84.2 16,454,986 80.7 △787,562

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※２ 520,308 2.6 641,808 3.2 121,500

Ⅱ 資本準備金 293,808 1.4 465,258 2.3 171,450

Ⅲ 利益準備金 67,400 0.3 67,400 0.3 0

Ⅳ その他の剰余金

１．任意積立金

(1）特別償却準備金 617 514

(2）別途積立金 1,900,000 1,900,617 2,200,000 2,200,514 299,897

２．当期未処分利益 446,708 559,743 113,034

その他の剰余金合計 2,347,326 11.5 2,760,257 13.5 412,931

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,979 0.0 334 0.0 △2,645

資本合計 3,231,822 15.8 3,935,058 19.3 703,236

負債・資本合計 20,474,370 100.0 20,390,044 100.0 △84,326
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（２）損益計算書 （単位：千円）

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額

％ ％

Ⅰ 売上高 46,061,913 100.0 47,880,022 100.0 1,818,108

Ⅱ 売上原価

１．商品期首たな卸高 1,463,477 1,440,953

２．当期商品仕入高 34,831,976 36,205,241

合計 36,295,454 37,646,194

３．商品期末たな卸高 1,440,953 34,854,501 75.7 1,660,427 35,985,766 75.2 1,131,265

売上総利益 11,207,412 24.3 11,894,255 24.8 686,843

Ⅲ 営業収入

１．不動産賃貸収入 365,259 348,158

２．配送手数料収入 544,531 909,790 2.0 588,041 936,199 2.0 26,409

営業総利益 12,117,202 26.3 12,830,455 26.8 713,252

Ⅳ 販売費及び一般管理費

１．広告宣伝費 673,278 640,153

２．配送費 571,318 607,586

３．販売手数料 618,903 692,445

４．給料手当 2,289,320 2,463,401

５．賞与引当金繰入額 163,600 167,600

６．退職給付費用 196,976 228,306

７．役員退職慰労引当金繰入額 17,743 42,108

８．雑給 1,936,232 2,141,193

９．水道光熱費 648,727 688,774

10．減価償却費 437,762 419,321

11．地代家賃 1,213,164 1,296,446

12．その他 2,327,742 11,094,770 24.1 2,316,544 11,703,881 24.4 609,111

営業利益 1,022,432 2.2 1,126,573 2.4 104,141

Ⅴ 営業外収益

１．受取利息 20,948 14,668

２．受取配当金 8,377 13,649

３．保険満期返戻差益 － 19,918

４．未請求債務整理益 8,394 4,151

５．雑収入 56,710 94,431 58,622 111,011 0.2 16,579

Ⅵ 営業外費用

１．支払利息 240,060 227,040

２．社債利息 10,231 10,260

３．社債発行費償却 3,723 3,723

４．新株発行費償却 － 11,758

５．雑損失 3,774 257,790 0.5 4,000 256,783 0.5 △ 1,007

経常利益 859,073 1.9 980,801 2.1 121,728

Ⅶ 特別利益

１．固定資産売却益 ※１ 78,124 －

２．投資有価証券売却益 320 －

３．貸倒引当金戻入益 1,760 87

４．賃貸借契約違約金 21,347 101,551 0.2 4,491 4,578 0.0 △ 96,972
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（単位：千円）

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比

増減金額

％ ％

Ⅷ 特別損失

１．貸倒引当金繰入額 8,900 －

２．固定資産売却損 ※２ 4,659 3,075

３．固定資産除却損 ※３ 116,671 11,558

４．投資有価証券評価損 10,265 4,847

５．関係会社株式評価損 14,000 －

６．ゴルフ会員権評価損 2,400 －

７．賃貸借契約解約損 － 10,000

８．退職給付会計基準変更時差異 29,567 186,463 0.4 － 29,481 0.1 △156,982

税引前当期純利益 774,161 1.7 955,898 2.0 181,737

法人税、住民税及び事業税 434,052 501,272

法人税等調整額 △ 82,936 351,116 0.8 △ 47,263 454,009 1.0 102,892

当期純利益 423,044 0.9 501,889 1.0 78,845

前期繰越利益 23,664 57,853 34,189

当期未処分利益 446,708 559,743 113,034
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（３）利益処分計算書 （単位：千円）

第32期
株主総会承認日
平成14年５月28日

第33期
株主総会承認日
平成15年５月27日

期　　別

科　　目 金 額 金 額

増減金額

Ⅰ 当期未処分利益 446,708 559,743 113,034

Ⅱ 任意積立金取崩高

特別償却準備金取崩高 102 102 102 102 0

合計 446,811 559,846 113,034

Ⅲ 利益処分額

１．配当金 58,957 112,978 54,020

２．役員賞与金 30,000 30,000 0

（うち監査役賞与金） (900) (1,200) (300)

３．任意積立金

別途積立金 300,000 388,957 400,000 542,978 154,020

Ⅳ 次期繰越利益 57,853 16,868 △ 40,985
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重要な会計方針

期　　別

項　　目

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同  左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同  左

時価のないもの

同  左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

生鮮食料品

最終仕入原価法

その他の商品

売価還元法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

商品

生鮮食料品

  同  左

その他の商品

  同  左

貯蔵品

    同  左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物      10～47年

車輛運搬具          ２～５年

(1）有形固定資産

同  左

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物      10～47年

車輛運搬具          ２～５年

(2）無形固定資産

定額法

なお、自社利用ソウトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同  左

なお、自社利用ソウトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。

(3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同  左
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期　　別

項　　目

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

４．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費

商法の規定に基づき３年間で均等償

却しております。

(1）社債発行費

同  左

(2）             － (2）新株発行費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同  左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、

支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同  左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

なお、会計基準変更時差異29,567千

円については、当期において一括費用

処理しております。

また、数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により翌期から費用処理すること

としております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

なお、数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理することとしてお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同  左
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期　　別

項　　目

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同  左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同  左
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追加情報

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

（退職給付会計）

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

10年６月16日））を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職

給付費用が8,791千円減少し、経常利益は38,359千円多

く、税引前当期純利益は8,791千円多く計上されておりま

す。

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表

示しております。

－

（金融商品会計）

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

11年１月22日））を適用し、有価証券及びゴルフ会員権

の評価の方法並びに貸倒引当金の計上方法について変更

しております。

有価証券の評価方法の変更により、投資有価証券に含

まれている「その他有価証券」のうち時価のあるものに

ついて5,110千円増加し、繰延税金負債として2,131千円

認識した後、資本の部に「その他有価証券評価差額金」

を2,979千円計上しております。なお、従来の方法によっ

た場合と比較して、経常利益は944千円多く、税引前当期

純利益は10,356千円少なく計上されております。

（金融商品会計）

従来投資その他の資産の「差入保証金」に含めていた

建設協力金について、当期新規出店分より金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日））を適用

し、投資その他の資産の「差入保証金」及び「長期前払

費用」としております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、投資

その他の資産の「差入保証金」は14,457千円減少し、「長

期前払費用」が14,797千円増加しております。

この変更による損益への影響額は、営業利益が778千円

減少し、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ339

千円増加しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第32期
（平成14年２月28日現在）

第33期
（平成15年２月28日現在）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 3,040,761千円 建物 2,821,178千円

土地 6,197,840千円 土地 6,201,182千円

合計 9,238,601千円 合計 9,022,360千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 4,896,143千円 短期借入金 4,460,512千円

1年以内返済予定の長期借入金 832,304千円 1年以内返済予定の長期借入金 967,527千円

社債 600,000千円 社債 600,000千円

長期借入金 4,725,352千円 長期借入金 4,636,825千円

合計 11,053,799千円 合計 10,664,864千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 1,208,000株 授権株式数 1,208,000株

発行済株式総数 589,577株 発行済株式総数 6,645,770株

※３．                   － ※３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。当期末における当座貸越契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 2,700,000千円

借入実行残高 210,512千円

差引額 2,489,487千円

  ４．偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して1,073千

円の債務保証を行っております。

  ４．偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して687千円

の債務保証を行っております。
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（損益計算書関係）

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１．                  －

土地 78,124千円

合計 78,124千円

※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 4,659千円 建物 1,419千円

土地 1,656千円

合計 3,075千円

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 92,009千円 建物 4,257千円

構築物 7,517千円 構築物 727千円

器具備品 17,144千円 器具備品 6,574千円

合計 116,671千円 合計 11,558千円
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２．リース取引関係

第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 305,022千円 １年内 334,914千円

１年超 564,797千円 １年超 593,467千円

合計 869,819千円 合計 928,382千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 372,468千円 支払リース料 402,401千円

減価償却費相当額 328,757千円 減価償却費相当額 356,940千円

支払利息相当額 46,781千円 支払利息相当額 44,414千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同  左

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

車輛運搬具 3,870 387 3,483

器具備品 1,968,392 1,128,925 839,467

ソフトウェア 144,548 97,879 46,668

合    計 2,116,811 1,227,191 889,619

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

器具備品 1,706,383 951,951 754,431

ソフトウェア 144,548 68,969 75,578

合    計 1,850,931 1,020,921 830,010
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第32期
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

第33期
自　平成14年３月１日
至　平成15年２月28日

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

（注）  従来、取得価額相当額等は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しており

ましたが、当期より取得価額相当額からこれらに

含まれている利息相当額の合理的な見積額を控除

する方法により算定することに変更いたしまし

た。

なお、当期において、前期と同一の算定方法に

よった場合の取得価額相当額等は次のとおりであ

ります。

５．利息相当額の算定方法

同  左

－

（リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額）

（未経過リース料期末残高相当額）

１年内 338,927千円

１年超 602,476千円

合計 941,404千円

（支払リース料及び減価償却費相当額）

支払リース料 372,468千円

減価償却費相当額 372,468千円

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

器具備品 1,939,775 1,083,063 856,712

ソフトウェア 162,120 77,428 84,692

合    計 2,101,895 1,160,491 941,404
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３．有価証券関係

前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）

に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

なお、前事業年度（自平成13年３月１日 至平成14年２月28日）及び当事業年度（自平成14年３月１日 至平成15

年２月28日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

４．税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

第32期
（平成14年２月28日現在）

第33期
（平成15年２月28日現在）

繰延税金資産（流動）

未払事業税 24,533 21,109

未払事業所税 12,574 13,534

賞与引当金損金算入限度超過額 31,862 47,379

繰延税金資産（流動） 68,970 82,023

繰延税金資産（固定）

減価償却費超過額 13,184 9,143

退職給付引当金損金算入限度超過額 80,309 105,387

役員退職慰労引当金 133,993 151,552

退職給付費用 43,561 43,294

貸倒引当金損金算入限度超過額 3,711 3,552

関係会社株式評価損 5,838 －

その他 4,837 6,641

小計 285,436 319,572

繰延税金負債（固定）

特別償却準備金 △ 367 △ 294

その他有価証券評価差額金 △ 2,131 △ 239

小計 △ 2,499 △ 533

繰延税金資産（固定）の純額 282,936 319,038
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

第32期

（平成14年２月28日現在）

第33期

（平成15年２月28日現在）

法定実効税率 41.7％ 41.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 0.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.3％ △ 0.4％

住民税均等割等 1.0％ 3.4％

留保所得課税差異 2.1％ 2.2％

その他 0.7％ 0.4％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4％ 47.5％

５．役員の異動

（平成15年５月27日付）

（１）代表者の異動

該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動

１．新任監査役候補

社外監査役（非常勤）    中井  実（現 税理士）

２．退任予定取締役

常務取締役              長谷  俊一郎


